
様式３（事業評価調書）
事業評価（目的設定、中間評価、事後評価） （評価年度：令和７年度）

秋田県警察運営の基本方針と重点目標
重点目標 交通事故防止のための総合的な取組

施策の方向性 交通事故抑止に資する交通指導取締りの推進

事業名
交通指導取締活動事業

事業年度
S46 年度～

年度
所属名 警察本部交通部交通指導課
係名 指導取締第１係

１ 事業実施の背景及び目的
第11次秋田県交通安全計画で交通事故死者数27人以下、重傷者数200人以下を目標に取り組んで

いるところ、重大交通事故を惹起する飲酒運転等の悪質性・危険性の高い違反が後を絶たない状況
から、適正かつ効果的な交通取締りにより交通事故抑止を図り、県民の安全・安心を確保する。

２ 事業概要及び財源 （単位：千円）

事業内訳 概要
翌(今)年度 前年度 最終年度

予算額 決算(見込)額 決算(見込)額

交通指導取締活動事 交通指導取締活動における物
１ 業 品購入（セーフティコート等） 2,301 2,513

２ 同 上 飲酒検知器購入 1,155 1,155

放置駐車違反管理システム関係

３ 同 上 （放置駐車確認事務委託、駐車違 14,283 15,518
反監視員携帯端末賃貸料等）

４

その他合計（ 件）

財政内訳 左の説明 17,739 19,186
国 庫補助金 462
県 債 462
そ の 他 歳入（過料、駐車監視員講習手数料） 3,780 3,748
一 般 財 源 13,497 14,976

３ 事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

指 標 名
指 標 式
出 典
把握時期
年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

目標ａ
実績ｂ
ｂ／ａ

【指標Ⅱ】

指 標 名
指 標 式
出 典
把握時期
年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

目標ａ
実績ｂ
ｂ／ａ



◎指標を設定することができない場合の把握方法

①指標を設定することができない理由

本事業は、飲酒運転等悪質性・危険性の高い交通違反を取り締まることにより、危険運転致死傷
罪等の重大交通事故の発生を抑止することを目的として取り組む事業であることから、指標を設定
するのは困難である。
②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

交通事故の発生件数に占める飲酒運転事故の割合や飲酒運転の検挙件数により把握できる（警察
調べによる統計）。

４ 中間評価
(1) 必要性（現状の課題に照らした妥当性）

県民を悲惨な交通事故から守るため、悪質かつ危険性の高い飲酒運転や著しい
判 ａ 理 速度超過違反等に対する県民からの取締り要望は多く、県民のニーズに応えるた
定 由 めには、交通指導取締資機材を整備し、資機材を効果的に活用した交通指導取締

りを継続する必要がある。
（判定基準） ａ：必要性が高い ｂ：一定の必要性がある ｃ：必要性が低い

(2) 有効性（事業目標の達成状況）
※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。

※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。

交通指導取締資機材等を整備し、高度な取締用機器を運用することにより、飲
判 ｂ 理 酒運転や速度超過等の悪質性、危険性及び迷惑性の高い違反を立証し、効果的に
定 由 取り締まることが可能であり、交通事故抑止に資する交通指導取締りを実現でき

る。
（判定基準） ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上) ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合） ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満)

(3) 効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）
適正かつ効果的な交通取締りを継続することで、ドライバーの規範意識が高ま

判 ａ 理 り、県民の安全安心につながる。また、限られた人員で高い交通事故抑止効果が
定 由 期待でき、費用対効果の面からも妥当性が認められる。

（判定基準） ａ：効率性が高い ｂ：一定の効率性がある ｃ：効率性が低い

(4) 総合評価
前 【総合評価の判定基準】

判 Ｂ 回 Ｂ 「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの

定 結 「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの

果 「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

５ 課題と今後の対応方針
(1) 事業推進上の課題
飲酒運転等悪質性、危険性及び迷惑性の高い違反の取締りについては、取締用資機材を整備し、

取締り体制を強化するなどして、県民の取締り要望に応える必要がある。しかし、各種取締用資機
材の経年劣化が著しいほか、破損や故障が多発しており、昨今の交通情勢の変化や県民の要望に応
えるのが困難になってきている。

(2) 今後の対応方針
悪質性、危険性及び迷惑性の高い交通違反の取締りを強化することで、安全・安心な交通環境が

醸成されるほか、重大交通事故抑止にもつながるため、交通指導取締資機材などを活用した効果的
な交通指導取締りを継続的に推進し、交通事故の総量抑制及び交通死亡事故抑止を図っていく。



６ 事後評価
(1) 有効性（事業目標の達成状況）

※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。

※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。

判 理
定 由

（判定基準） ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上) ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合） ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満)

(2) 効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

判 理
定 由

（判定基準） ａ：効率性が高い ｂ：一定の効率性がある ｃ：効率性が低い

(3) 総合評価
【総合評価の判定基準】

判 「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの

定 「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの

「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

７ 類似事業の企画立案に当たっての課題


